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「平成の大合併」と地方公務員の人事システム
―― 愛媛県今治市の事例を中心に ――


























































































































































































総 数 １，６９２ １，５５３ ２３ ４５８ １，０７２ １３９ ２ ２０ １１７
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 １２ １１ ０ ０ １１ １ ０ ０ １
総 務 省 １１２ １０２ １６ ２２ ６４ １０ １ ５ ４
法 務 省 ６ ６ ０ ０ ６ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ３７ ３５ ０ ５ ３０ ２ ０ １ １
財 務 省 ３９ ３７ ０ ２ ３５ ２ ０ ０ ２
文 部 科 学 省 ３７ ３４ ５ １４ １５ ３ ０ ３ ０
厚 生 労 働 省 ５６ ４９ ０ ２７ ２２ ７ ０ ４ ３
農 林 水 産 省 ６９ ４７ ０ ５ ４２ ２２ ０ ０ ２２
経 済 産 業 省 ３７ ２５ ０ ３ ２２ １２ ０ ０ １２
国 土 交 通 省 １７５ １０５ ２ １７ ８６ ７０ １ １ ６８
環 境 省 ４２ ３３ ０ １６ １７ ９ ０ ６ ３
警 察 庁 １，０４６ １，０４６ ０ ３４７ ６９９ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １
金 融 庁 ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ５ ５ ０ ０ ５ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 １６ １６ ０ ０ １６ ０ ０ ０ ０





































総 数 ７５４ ６９３ ２１ １９６ ４７６ ６１ １ １９ ４１
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 １２ １１ ０ ０ １１ １ ０ ０ １
総 務 省 １０９ ９９ １６ ２２ ６１ １０ １ ５ ４
法 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ３７ ３５ ０ ５ ３０ ２ ０ １ １
財 務 省 ５ ４ ０ ０ ４ １ ０ ０ １
文 部 科 学 省 ３０ ２７ ５ １３ ９ ３ ０ ３ ０
厚 生 労 働 省 ４２ ３５ ０ ２２ １３ ７ ０ ４ ３
農 林 水 産 省 ６２ ４０ ０ ５ ３５ ２２ ０ ０ ２２
経 済 産 業 省 ２７ ２３ ０ ３ ２０ ４ ０ ０ ４
国 土 交 通 省 ３０ ２８ ０ １１ １７ ２ ０ ０ ２
環 境 省 ４２ ３３ ０ １６ １７ ９ ０ ６ ３
警 察 庁 ３３７ ３３７ ０ ９９ ２３８ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
金 融 庁 ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ３ ３ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 １６ １６ ０ ０ １６ ０ ０ ０ ０
人 事 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０





























総 数 ９３８ ８６０ ２ ２６２ ５９６ ７８ １ １ ７６
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
総 務 省 ３ ３ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０
法 務 省 ６ ６ ０ ０ ６ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
財 務 省 ３４ ３３ ０ ２ ３１ １ ０ ０ １
文 部 科 学 省 ７ ７ ０ １ ６ ０ ０ ０ ０
厚 生 労 働 省 １４ １４ ０ ５ ９ ０ ０ ０ ０
農 林 水 産 省 ７ ７ ０ ０ ７ ０ ０ ０ ０
経 済 産 業 省 １０ ２ ０ ０ ２ ８ ０ ０ ８
国 土 交 通 省 １４５ ７７ ２ ６ ６９ ６８ １ １ ６６
環 境 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
警 察 庁 ７０９ ７０９ ０ ２４８ ４６１ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０


























総 数 １，６６１ １，３１３ ２３１ ３６２ ７２０ ３４８ １８５ ６２ １０１
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ３ ２ ０ ０ ２ １ ０ ０ １
総 務 省 ３０８ ２３２ ６１ ７６ ９５ ７６ ６１ １３ ２
法 務 省 ４ ４ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ５ ５ ３ ０ ２ ０ ０ ０ ０
財 務 省 ３２ ３０ ７ ４ １９ ２ １ ０ １
文 部 科 学 省 ５１ ３５ ７ ２６ ２ １６ １１ ４ １
厚 生 労 働 省 １１３ １０１ ２４ ３４ ４３ １２ ５ ４ ３
農 林 水 産 省 １７２ １２０ ２０ ３７ ６３ ５２ ４ ７ ４１
経 済 産 業 省 ５９ ２８ １６ ７ ５ ３１ １２ ９ １０
国 土 交 通 省 ４２８ ２７６ ８４ ８１ １１１ １５２ ８８ ２３ ４１
環 境 省 １５ １１ ４ ４ ３ ４ ２ ２ ０
警 察 庁 ４６４ ４６４ ４ ９０ ３７０ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 ４ ３ ０ ２ １ １ ０ ０ １
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ２ ２ １ １ ０ ０ ０ ０ ０

































総 数 １，０９９ ８７３ ２２５ ３４８ ３００ ２２６ １６０ ３４ ３２
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
総 務 省 ３０２ ２２７ ６１ ７６ ９０ ７５ ６１ １２ ２
法 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ５ ５ ３ ０ ２ ０ ０ ０ ０
財 務 省 １０ ９ ６ ３ ０ １ １ ０ ０
文 部 科 学 省 ５１ ３５ ７ ２６ ２ １６ １１ ４ １
厚 生 労 働 省 ９１ ７９ ２４ ３４ ２１ １２ ５ ４ ３
農 林 水 産 省 １３３ ９９ ２０ ３７ ４２ ３４ ４ ７ ２３
経 済 産 業 省 ３８ ２５ １６ ６ ３ １３ １０ １ ２
国 土 交 通 省 ２４９ １７９ ７９ ７５ ２５ ７０ ６５ ４ １
環 境 省 １５ １１ ４ ４ ３ ４ ２ ２ ０
警 察 庁 １９９ １９９ ４ ８４ １１１ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 ３ ３ ０ ２ １ ０ ０ ０ ０
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ２ ２ １ １ ０ ０ ０ ０ ０


























総 数 ５６２ ４４０ ６ １４ ４２０ １２２ ２５ ２８ ６９
内 閣 官 房 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 法 制 局 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
内 閣 府 ３ ２ ０ ０ ２ １ ０ ０ １
総 務 省 ６ ５ ０ ０ ５ １ ０ １ ０
法 務 省 ４ ４ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０
外 務 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
財 務 省 ２２ ２１ １ １ １９ １ ０ ０ １
文 部 科 学 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
厚 生 労 働 省 ２２ ２２ ０ ０ ２２ ０ ０ ０ ０
農 林 水 産 省 ３９ ２１ ０ ０ ２１ １８ ０ ０ １８
経 済 産 業 省 ２１ ３ ０ １ ２ １８ ２ ８ ８
国 土 交 通 省 １７９ ９７ ５ ６ ８６ ８２ ２３ １９ ４０
環 境 省 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
警 察 庁 ２６５ ２６５ ０ ６ ２５９ ０ ０ ０ ０
防 衛 庁 １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ １
金 融 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
宮 内 庁 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公正取引委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
公害等調整委員会 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
会 計 検 査 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
人 事 院 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０









































人 口 （人） 世帯数
（戸）男 女 合 計
今 治 市 ７４．８４ ５４，５０４ ６３，４２６ １１７，９３０ ４５，９０５
朝 倉 村 ３１．２７ ２，３７７ ２，６３１ ５，００８ １，６２５
玉 川 町 １０３．９０ ２，８４１ ３，２３１ ６，０７２ １，９７０
波 方 町 １５．６７ ４，７８５ ５，１７５ ９，９６０ ３，１４５
大 西 町 １８．８１ ４，２５３ ４，５４９ ８，８０２ ２，９７８
吉 海 町 ２７．７２ ２，１７１ ２，６２８ ４，７９９ １，９５９
宮 窪 町 １８．３８ １，７４８ １，９２３ ３，６７１ １，３０２
伯 方 町 ２０．８５ ３，７７１ ４，２６０ ８，０３１ ３，０７６
上 浦 町 ２２．３１ １，６５７ １，９４９ ３，６０６ １，５５２
大三島町 ４３．３２ １，８２０ ２，４１２ ４，２３２ １，９４７
関 前 村 ５．５２ ３７９ ４８６ ８６５ ４２８



























































３８２ 松山大学論集 第１７巻 第１号
〈本庁〉
○総 務 部－総務課 秘書課 広報広聴課 人事課 情報政策課 人権啓発課
契約課 工事検査課
○企画財政部－企画調整課 地域振興課 財政課 管財課 市民税課 資産税課
納税課
○保健福祉部－保険年金課 健康推進課 総務障害課 高齢介護課 児童福祉課
援護課
○市民環境部－生活交通課 市民課 環境政策課 清掃課 クリーンセンター
環境衛生課
○産業振興部－商工労政課 産業情報課 都市再生課 観光課 イベント推進課
○農水港湾部－農林振興課 農業土木課 水産課 港湾建設課 港湾管理課
○都市整備部－都市政策課 建築指導課 高速道路課 下水道業務課 下水道工務課
下水浄化センター
○建 設 部－道路建設課 道路維持課 管理課 公園緑地課 建築営繕課
住宅管理課 用地課
○水 道 部－総務課 営業課 給水課 浄水課 今治事業所 朝倉事業所
玉川事業所 波方事業所 大西事業所 菊間事業所 越智諸島事業所
〈支所〉
○朝 倉 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○玉 川 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○波 方 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○大 西 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○菊 間 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○吉 海 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○宮 窪 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○伯 方 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○上 浦 支 所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○大三島支所－総務課 保健福祉課 住民環境課 産業観光課 建設管理課 地域教育課
○関 前 支 所－総務課 住民福祉課 産業建設課 地域教育課
〈消防組織〉

















































































































































































































































































３９２ 松山大学論集 第１７巻 第１号
列島縦断！ 全国９地域の現場をレポート 市町村合併締切り前の大混乱――理想的な合
併，誇り高き自立）」『週刊ダイヤモンド』２００４年７月２４日号。
１８）「市町村合併に伴う給与の取り扱いについて」（井手克彦・今治市産業振興部長によるマ
スコミ取材対応用メモ）より。
１９）参考までに愛媛県内の他市の例を挙げると，２００４年１１月１日に発足した愛媛県西条市
では，合併に伴い，旧町村におかれた支所の課長クラスには，敢えて他の旧市町村出身者
を配置する方策が採られている（『朝日新聞』２００４年９月３０日付（愛媛県版））。同市では，
本庁（旧西条市役所）に総務，財務，上下水道など８部を置き，旧東予市役所，丹原，小
松両町役場にそれぞれ総合支所を設けている。総合支所への人員配置は現在の７割程度に
とどめる一方，本庁は約２８０人から約４３０人に増えるなど事務の集中化を進めている。
新市の組織は本庁が８部３７課，三つの総合支所を合わせると１１部６１課の体制となっ
ている。「総合支所方式」では従来の市町村の機能を残すのが一般的であるのに対し，同
市では，事務の統合がいずれ必要になるという認識から，本庁と支所が一体となって事務
を進めることとされている（『朝日新聞』２００４年９月２８日付（愛媛県版））。
また，現今治市においては，部長級のポストはほとんど旧市出身者によって占められて
いる（『朝日新聞』２００４年１２月２３日付（愛媛県版））が，中には，２００４年４月１日に合
併した四国中央市のように，旧市町村間での部長級ポストの配分が，旧伊予三島・川之江
の２市より各５名，土居町・新宮村より各１名などとなっており，旧市町村間の人口比へ
の配慮を伺わせるものとなっている例もある（『朝日新聞』２００４年３月１８日付（愛媛県
版））。
２０）尤も，その背景にあったのは，同時期，厚生労働省内で進行中であった年金制度改革で
あり，合併と直接的な関係はないとのことである。
２１）『朝日新聞』２００５年３月２７日付（愛媛県版）。
２２）「市町村合併に伴う給与の取り扱いについて」（井手克彦・今治市産業振興部長によるマ
スコミ取材対応用メモ）。
２３）合併前に県からの出向者受け入れ経験のなかった旧町村部の職員の中には，県からの職
員派遣を，合併のインパクトとして捉える者も少なくないようである。
２４）同時期の全国的な流れを見ると，１９９６年から９７年にかけては，地方分権の流れを受け
た市区町村への事務移管に伴う派遣が増えていることを背景として，都道府県から市町村
への派遣職員数の伸びが見られたが，その後，新たな職員派遣を打ち切る県も出てきたこ
とから，１９９９年の総数は減少傾向となった。前掲『人事・給与と地方自治』１４０－１４１ペー
ジ。
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